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2012 年 8 月，消費者庁は「食品表示一元化検討会」報告書を公表した．当該検討会では，長らく食品表

示を統一化出来なかった阻害要因についての考察は行われず，拙速に総論及び各論の議論に進んでいる．

その結果，本検討会においては，一部，議論の迷走が散見された．そこで本論では，適切な制度設計に資

するべく，以下の議論を行った．まず，当該阻害要因の特定を試みるとともに，現在，食品表示にかかる

主要法律と目されている JAS 法の趣旨を明らかにした．その上で，同法の機能を縮小することが問題解決

に寄与すること，加えて，新たな制度設計においては，食品表示には「衛生」という価値観を基本に据え

てすすめることが重要である旨を示した． 
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1. はじめに 
 

現在，食品の表示方法は，食品衛生法や農林物資の規

格化及び品質表示の適正化に関する法律（以下，「JAS

法」という．），不当景品類及び不当表示防止法（以下，

「景表法」という．）に基づく公正競争規約など複数の法

律や基準等が規定している． 

さて2007年10月 1日，福田康夫内閣総理大臣（当時）

は，第168回国会で行った所信表明演説において，方針

の一つに「国民の安全・安心を重視する政治への転換」

を挙げ，「正しい食品表示を徹底する」ことを明言した．

その後，福田総理大臣の指示を受けた国民生活審議会（以

下，「国生審」という．）は，「生活安全プロジェクト（行

政のあり方総点検）」を立ち上げた．また，2008 年 1 月

18日，同総理大臣は，施政方針演説の中で「消費者行政

を統一的，一元的に推進するための，強い権限を持つ新

組織」の構想を示した． 

2008年3月27日，「新組織」設置が現実味を帯びた頃，

第21次国生審総合企画部会は，前述プロジェクト『報告

書』において，「食品表示にかかる法律が複数あるため，

所管省庁間での見解の相違，問い合わせ窓口の分散，取

締りの重複などがみられ，消費者・生活者にとってわか

りにくく，同時に事業者にとっても負担となっている」

ため，「JAS 法，食品衛生法，健康増進法などを中心に

関係法令を整理し食品表示に関する一般法（『食品表示法

（仮称）』）を新たに制定する必要がある」と，問題点を

具体的に指摘 1)した． 

2009年 6月，「新組織」は，消費者庁及び消費者委員

会 2)と言う２つの組織として結実（発足は同年9月1日）

した．国生審は，旧経済企画庁国民生活局，また，その

後継である内閣府の旧国民生活局に設置されていた機関

であることから，同局を組織的源流としている消費者庁

は上記議論を引き継いだ． 

一方，2011年7月，第一次消費者委員会 3)食品表示部

会は「原料原産地表示拡大の進め方」報告書を公表した．

同部会は原料原産地と品質とを結びつける合理的な根拠

が確立できず，また，委員間の合意も出来なかった 4)た

め，2011年9月に消費者庁へ設置が決まっていた「食品

表示一元化検討会」（以下．「一元化検討会」という．）に

議論を丸投げしてしまった． 

2011 年 9 月から 2012 年 8 月まで，消費者庁は一元化

検討会を設置し，8月9日付けで報告書を公表した 5)．当

該報告書は，約１年間の検討を経たものだが，当初期待

されていた「一元化」という観点では特筆すべき成果は

ほとんど見られない． 

当該一元化検討会がめぼしい成果をあげられなかっ

た理由は，前述食品表示部会が混乱した理由と概ね共通

している．それは，大別して３点あり，第１点はどのよ

うな価値観を中心としてわが国の食品表示制度を成すべ

きかという根本的な議論を拙速に済ませ，各論を議論し

たことである．また第２点は，一部委員や事務局が原料

原産地表示を拡大することに拘泥したため，十分な議論

が行われなかったことである．特に問題と思われる第３

点は，一元化検討会では，長らく食品表示を統一化出来

なかった阻害要因についての緻密な考察や分析が行われ

ていないことである．こうした基本的な分析が欠如した
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ため，新法で解決すべきか，又は，現行法の解釈の範囲

で当該問題が解決可能なものかといった基本的な立脚点

すら明確にしない 6)まま，各論の議論に突入してしまっ

た． 

 

 

2. 本研究の視点と目的等 
  

2.1. 近年の行政の動向 

1997年 9月，食品等の表示・規格制度に関して，消費

者のニーズの変化，国際化，規制緩和，民間能力の活用

への対応等の必要性から，農林水産省が所管する農林物

資規格調査会（JAS 調査会）に基本問題委員会が設置さ

れた．1998 年 10 月に公表された当該委員会報告書『食

品等の表示・規格制度の見直しについて（取りまとめ）』
7)において，「品質・公衆衛生・栄養表示・不当表示の観

点を包含し，かつ新しい表示事項のニーズにも対応でき

るような統一的な食品表示の枠組みの導入について，既

存の法制度及び省庁の所管にとらわれることなく，広い

立場から検討すべきである．」（p.7）との提言があった． 

その後，2001 年にわが国で初めて発生した牛海綿状脳

症（BSE）事件を契機に，「2002年食品パニック」8)と称

される事態に陥り，牛肉のみならず，食品の安全性や食

品表示への不信感が社会全体にまん延した．政府は「BSE 

問題に関する調査検討委員会」を設置し，事件の検証や

分析を行い，委員主導の下に起草・作成された報告書を

公表した．当該報告書は，重要な個別課題の一つに「食

品に関する表示制度の抜本的見直し」を挙げ，「現在の各

種表示制度について一元的に検討し，そのあり方を見直

す必要がある」と指摘 9)した．これに基づき，厚生労働

省及び農林水産省等の関係官庁は「食品の表示制度に関

する懇談会」（全6回）や，後継の「食品の表示に関する

共同会議」（全45回）等を設置し，検討を行ってきた．

その中には，期限表示の用語・定義の統一など，実現し

たいくつかの成果もあった． 

2009年 9月，消費者庁設置に伴い，食衛法，健康増進

法及びJAS法の表示に関する部分並びに景表法は全部が

消費者庁へ移管された． 

一方では，一元化検討会での議論の進展を待たずに，

また新たな食品表示関係法が制定される動きがある． 

2011年7月から，いわゆる米トレーサビリティ制度に

基づく米及び米加工品についての原産地表示制度が完全

施行され，農産物検査法に基づく検査を受けない米であ

っても，原産地の表示が可能となった 10)． 

最近では，2012年 3月から農林水産省に「地理的表示

保護制度研究会」が設置 11)された．当該研究会は「我が

国の地域特産品となっている農林水産物や食品について，

高付加価値化・ブランド化を一層促進し，農山漁村の活

性化を図るためには，その地域に由来する品質や特徴に

ついて適切な評価を与える地理的表示保護制度の導入が

必要」との認識の下，「我が国の地理的表示保護制度に盛

り込むべき具体的措置，公的関与のあり方等について」

検討を行うものである．要するに，JAS 法とは別の法律

を制定し，原産地もしくは原料原産地の表示を義務付け

ようという主旨である．2012年 8月下旬には報告書がま

とめられる予定であったが，2013年2月末現在，当該報

告書は公表されていない． 

更に，食品の基本的価値 12)とは密接に関連しない，な

いしは，縁遠いと思われる新たな価値観や政策の実現手

段として，食品表示にその場を求めてくる動きもある．

市場に完全に定着したリサイクル・マークはもちろん，

商品・サービスのライフサイクル全般（原材料調達から

廃棄・リサイクルまで）で排出される温室効果ガスをCO2

量に換算し，商品に表示する「カーボンフットプリント
13)」はその代表格である．また，水産資源と生態系の保

護に積極的に取組んでいる漁業を認証し，その製品に付

けられる「水産エコラベル」といった新たな表示制度が

生み出されている． 

このように，食品に付けられる表示が行政や政策の草

刈り場と化してしまい，消費者にとって真に必要な表示

が何かが混沌としてしまっている． 

 

2.2. 本研究の視点と目的 

食品表示に関する一元的な法体系，すなわち統一食品

表示法は，1968 年制定の消費者保護基本法（昭和 43 年

法律第78号．以下，「基本法」という．）が検討された頃

からその必要性が広く提唱されたものであって，近年，

唐突に出現したものではない． 

このことは，基本法制定時，国会で「食品衛生法，栄

養改善法，農林物資規格法，不当景品類及び不当表示防

止法を通じて食品の表示制度が海外諸国に比しても立ち

遅れており，かつ，最近の消費生活の実態にも適合しな

くなっていることにかんがみ，統一的な観点から食品の

表示に関する制度のあり方とその運用について根本的な

再検討を早急に行なうこと．」と，附帯決議 14)されてい

ることから明白である（下線付けは筆者による．）． 

さて，食品表示にかかる法制度上の混乱が引き起こさ

れた転換点は３つあると考えられる． 

第１の転換点は，拙稿既報 15)のとおり，太平洋戦争敗

戦後，連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/SCAP）によ

る間接統治下において，1947 年の食品衛生法（昭和 22

年法律第233号）制定時に，食衛法の規制範囲が衛生上

の安全確保に必要な限度に止められてしまったことであ

る．これは，食衛法の事実上の起草者である尾崎嘉篤氏

（故人）が記した小冊子『食品衞生法：昭和二十二年十

二月』16)冒頭に「この法律が名前の通り衛生面だけしか
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見てなく，同時に必要な經済面が入つていないことや，

従事者の健康の監視に關する條文が入つていないことな

ど，やゝ不満もあります」と，暗に示されている．また，

標示という点においては，制定当時の食衛法は1948年7

月に公布した同法施行規則第 5条で，標示を行うべき食

品，添加物等を規定し，第6条で，名称，製造年月日，

製造者名等，各々の所定事項を規定している．一方，現

在，食品表示の一般法と目されている JAS法の原型であ

る農林物資規格法（昭和25年法律第175号，以下「規格

法」という）には，制定当時，標示（表示）の規定はな

い．ちなみに，1972年の法改正まで，食衛法においては

「標示」と言う文言を用いていた．「標示」は食品，添加

物，器具及び容器包装に関し明示された文字等であり，

「表示」はさらに，店頭の掲示や添付文書に記載された

ものを含む 17)ことから，より広い概念である． 

第２の転換点は，1970年の規格法の改正，すなわち農

林物資の規格のみを規定する同法に品質表示基準制度を

追加し，現 JAS法へと改正したことである．これを突破

口に，さらには1999年の法改正により，同法は全ての飲

食料品を対象とする食品表示の一般法として，一般的に

認識されるようになった．また，2000 年 12 月には梅干

しとらっきょう漬けに原料原産地表示を義務づける品質

表示基準が策定された．以降，個別品目ごとの検討を経

て，順次その対象を拡大し，2004年9月には，原産地に

由来する原料の品質の差異が加工食品としての品質に大

きく反映されると認識されている 20 加工食品群が義務

表示対象として横断的に網羅 18)され，その他に個別４品

目が義務表示対象となった． 

そして，第３の転換点は，2007 年 11 月，冒頭に挙げ

た福田総理大臣の指示の下，第21次国民生活審議会総合

企画部会に前述「生活安全プロジェクト（行政のあり方

総点検）」が実施されたことである（詳細は後述）． 

さて，2000年以降，食品表示関係法の相互関係等につ

いて論じた主な既往研究には，中村 19)，山口(2005)20)，

大川 21)，中嶋 22)，山口(2009)23)，木原 24)，荒木 25)などが

ある．いずれも現在問題点として指摘されている各法が

規定する義務表示事項の重複の発生原因について，中村

以外はその究明を行った研究はない．中村においてさえ，

重複発生理由の精査や時系列による整理，また，理論的

な優先順位付けには立ち入っていない． 

以上のことから，本稿においては，混乱の直接的な原

因と思量される第２の転換点に集中して，当該阻害要因

を特定するとともに，現在，食品表示にかかる主要法律

と目されている JAS法の本質を明らかにし，その機能を

縮小することが一つの解決策となり得ることを提示する． 

 

 

 

3. 阻害要因の分析と考察 
 

3.1. 阻害要因の特定等 

1968 年，高度経済成長下において顕在化した消費者

問題に対応するため，「消費者保護基本法」が制定された． 
経済企画庁（当時）担当職員の解説 26)によれば，基本

法制定の直接のきっかけは，わが国が昭和30年代に高度

経済成長の時代を迎え，工業発展をしていく中での急激

な消費者物価の急騰及びその対策であった．この対策の

ための検討を行う過程で消費者保護政策をも再検討し，

法案作成を行うという流れができた．そのため，同法は

わが国で多くみられる政府提出の法案によるものではな

く，超党派の議員立法によって成立した． 
経済法研究者の宮坂 27)は，同法案は「いわゆる縦割り

行政を反映して，消費者行政についての統一を欠いた行

政の姿勢があることと，その現状を問題として対応策を

講ずることなく，単にその上に法案を築こうとした妥協

の所産と考えられる」と批判的な見解を示している．今

村 28)も実体的規範を含まない同基本法は，政策声明であ

って立法形式で行う必要はないとし，「立法化は政府と政

党との野合の産物」であるとの辛辣な見解を示している． 

さて，前項で 1970 年の農林物資規格法の改正，すな

わち同法への品質表示基準制度の追加は，第２の転換点

であるとした．これは，次のような理由による． 

1963年，全ての商品役務の表示を規制する景表法（昭

和37年法律第134号）が制定された．規制対象を食品に

限定しない同法は，いわば表示の一般法である．景表法

が制定された際，それにあたり「（３省）了解事項」29)

を厚生省，公正取引委員会及び農林省で取り決めた．こ

の了解事項とは，食品の衛生に関する標示は食衛法が規

制し，不当表示・ぎまん表示にかかるものは景表法が規

制すること，また，JAS 規格品については規格法が規制

することとする，３法間の役割分担の取り決めである． 

ところが，後年，基本法の制定を奇貨にして，農林省

は規格法に「表示」の規定を入れる改正案で割り込んで

きた 30)．この改正は，1968年4月頃から農林省内におい

て検討されていたもの 31)であり，従前，JAS規格品のみ

表示方法を規定していた規格法を，JAS 規格品以外の食

品についても品質の表示を規定出来るよう，規制権限を

拡張するものである．一方，厚生省においてもその数ヶ

月後には，食衛法を規格法改正案と同様の趣旨で改正す

る案 32)を検討した． 

1969年 3月7日，主婦連合会の副会長高田ユリ氏（故

人）が構成員の一人であった第３次国民生活審議会消費

者保護部会は，「食品表示制度についての意見」33)を公表

した．その中には「とくに現在問題となっている農林物

資規格法の改正案の趣旨は，消費者保護対策を前進させ

ようとするものであると認められるが，そのうちの表示
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義務制の措置は，表示の統一化への配慮を含めて再検討

すべきであろう．」との指摘があった． 

その後，同年 3 月 15 日付，主婦連合会の会報 34)も，

規格法の JAS 法への改正について，「JAS 法の一部改正

案は，一見消費者保護に役立つと思われるものだが，景

品表示法と重複する部分があると考えられること，厚生

省も食品表示規制を考えていること，そうなると食品表

示については，厚生省，公正取引委員会，農林省と各省

がバラバラに食品表示規制を行うことにもなりかねない

問題があり，二重，三重行政が消費者保護になるかどう

か疑問と思われる」と批判した． 

そして，同年 7 月，前述高田氏は，第 61 回衆議院農

林水産委員会において日本社会党推薦35)の参考人として

出席し，表示を規制する項を規格法の一部改正案の中に

盛り込むことについて，５点理由を挙げ反対した．その

中で「農林省案の表示の規制については，各省の統一的

な見地から検討されてからつくられたものではないため

に，消費者保護の見地から見ますと，これから表示制度

を消費者保護の見地からつくる場合に，混乱を来たすお

それがあると同時に，障害になるという心配」があると，

反対意見 36)を表明した．そして，当該改正は高田氏と同

様の想定をした野党議員 37)からの反発などを経て，審議

未了 38)となった．  

しかし，1970 年の第 63 回国会に，農林省は前述の附

帯決議及び一般消費者からの要請を旗印に，再び規格法

改正法案を提出した．しかも，農林省は，基本法及び附

帯決議の一部を奇貨として，自省の主張に添う部分だけ

を強調し主張（詳細は後述）した．この強調部分は，一

元化検討会資料にも反映されている．この 2度にわたる

規格法改正案の提出には，次のような事情がある． 

当該基本法制定が検討されていた当時，農林省輸出品

検査所 39)では，茶，しいたけ，みかん，球根などの農産

物，林産物，畜産物，水産物及び醤油，粉乳，つけもの，

グルタミン酸ソーダなど加工食品の輸出品検査を行って

いたが，時代の変化などによる輸出の伸び悩みなどから

余剰人員の発生が顕在化した．この余剰人員の一部は，

農林省所管の財団法人へ移管される40)などの対応策が取

られた．そのため，同省は，当該検査所職員雇用確保の

ために新規業務を開拓する必要に迫られていた．このよ

うな情勢の中，食品の表示についても規定した基本法が

成立した．しかも，同法に「国は，消費者が商品の購入

若しくは使用又は役務の利用に際しその選択等を誤るこ

とがないようにするため，商品及び役務について，品質

その他の内容に関する表示制度を整備し，虚偽又は誇大

な表示を規制する等必要な施策を講ずるものとする．」

（第10条）と規定された．また，成立時の附帯決議に「農

林物資規格法については，輸入物資を含めて対象品目を

拡大するとともに，日本農林規格の品質基準の拡大ない

し等級別基準の設定，表示制度の充実，表示方法の明確

化をはかること．」とされた．農林省はこれを好機と捉え，

規格法に品質表示基準の項目を追加し，また，品質表示

基準制度の運用に関する事務体制を整えるということを

全面に掲げて， 1969年の第61回国会へ規格法改正法案

を提出したのである．同年7月の衆議院農林水産委員会
41)では，当該改正法案にかかる審議の中で，亀長友義農

林省農林経済局長（当時）が次のような答弁をしている． 

 

「私ども経済局の所管に輸出品検査所というのがご

ざいまして，これは従来輸出品だけやっておりましたけ

れども，物資の検査については約三百人の専門家がおり

ます．率直に申しまして，農林物資の輸出もそう大きく

ふえない，むしろ減る傾向にございますので，私どもは

こういう人を，今後モニターあるいは抜き打ち検査とい

うような面で，この職員なり予算なりを本年度に関しま

しても十分に活用できるという確信を持っております．」 

 

これら一連の審議を経て，同改正法案は審議未了とな

り当該国会は閉会した．しかし，農林省が公取委と覚書

を交換（詳細は後述）することで，1970 年，第 63 回国

会で再び閣議提出へこぎ着けた．ただし，同法案が包含

する基本的な問題点は何も解消していなかったため，前

回同様の批判が衆議院及び参議院42)での審議で噴出した． 

1970年5月，衆議院では長谷部七郎議員が「もう一つは，

厚生省所所管の食品衛生法その他いろいろ食品行政の一

本化，一体化という考え方に，消費者保護基本法の趣旨

にのっとっていろいろ関係法律の整備をはかる段階にき

ていると思うのです．しかるに，その関連する法律改正

の作業が進まないうちに農林物資規格法だけが独走する

ということは，あとあと他の法律改正の障害になるので

はないか，混乱を来たすのではないか，こういう指摘も

あるわけであります」と懸念を表明 43)している（下線付

けは筆者による．）． 

しかし，野党である日本社会党所属議員 44)が発議した

「現在，食品に関する規格・表示制度及び行政機構が分

立しており，このためさまざまな問題が生じているので，

それら相互間の連絡調整に努めるとともに，すみやかに

統一的食品規制の制度について検討し，もつて消費者及

び生産者の要望に応えること」など６点の附帯決議を受

け入れることで，与党は社会党及び民社党の賛成を得て，

可決，成立の運びに至ったのである． 

このような流れを俯瞰してみれば，基本法に対する宮

坂らの見解は，食品表示法制についても，正鵠を射るも

のであったと言える． 

以上の流れに平行して，第３次国民生活審議会消費者

保護部会は，1968 年 12 月に内閣総理大臣から諮問され

た「消費生活に関する情報の提供および知識の普及」に
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ついて調査審議を行ない，1969年9月に商品の表示につ

いて，1970年5月に広告について，それぞれ中間報告を

行った．そして，1970年11月，最終答申 45)を公表した．

同答申においては，「とくに食品については，表示，衛生

および規格の各行政分野が厚生省，農林省，公正取引委

員会の3省庁によって分担実施されているので，個々の

行政の整備強化を困るとともに，全体としての統一性を

確保する」よう，(1) 食品監視体制の強化等，(2) 食品規

格の整備，(3) 食品表示行政の統一的運用の３つの具体

的措置が示された．中でも，「食品表示行政の統一的運用」

については「食品の表示行政は，前記３省庁により分担

実施されているが，各省庁の表示行政の目的，方法等が

異なり，かつ，相互の連絡調整が必ずしも十分でないた

め，全体として十分な成果を上げていないように思われ

る．とくに，①省庁によって要求する表示事項の内容が

異なること，②事項ごとに所管省庁が異なるため，表示

が様式として統一されていない場合があること等の問題

がある．このような問題を解決するためには担本的には

食品行政全体を消費者保護の観点から見直し，新たに「食

品法」ともいうべき統一法の制定についても検討する必

要があるが，当面の措置としては，各省庁が，①表示事

項の内容が同一になり，②表示の様式が統一されるよう

相互に協力すべきである．」とされた． 

しかし，それ以後は政府部内から農林省へ対する個別

的批判は収まった．これは，一旦規格法の改正が国会で

認められたからにはこれを是として，今後は国家行政組

織法が「内閣の統轄のもとに，行政機関相互の連絡を図

り，すべて，一体として，行政機能を発揮するようにし

なければならない．」（2 条 2 項）と規定していることを

関係省庁が遵守しているにほかならない． 

 

3.2. JAS法の本質等の分析と検討 

法律において，目的規定を精査すれば，当該法律の本

質や機能は自ずと浮かび上がってくる．JAS 法における

品質表示基準制度（1970年～2009年）の目的は，一般消

費者の「商品選択」に資することと農林省（1978年7月

～，農林水産省）は説明してきた（図１）．法文上も「農

林物資の品質に関する適正な表示を行わせることによっ

て，一般消費者の選択に資し，もって公共の福祉の増進

に寄与すること」と規定していた（表１）．しかし，当該

表示基準制度創設の真の目的は，前項で明らかにしたと

おり，同制度を追加し，当該新規業務を同省機関の一つ

である輸出品検査所に担わせることであった．率直に言

えば，消費者保護は，農林省が農林物資規格法改正案を

提出するための方便にすぎなかったのである．さらに，

前述の食衛法を規格法改正案と同様の趣旨で改正する案

を，牽制する狙いがあると思われる． 

また，消費者庁への移管を目前にした 2009 年 4 月に

は，農林省出身の宮地和明議員（当時）が主導した議員

立法 46)により，JAS法に直罰規定が導入された．これに

併せて法目的も改正され，究極目的が「農林物資の生産

及び流通の円滑化，消費者の需要に即した農業生産等の

振興並びに消費者の利益の保護に寄与すること」となっ

た（表１）．これは，同法における価値観の再定義であっ

て，同法の中では，農水省の本来任務に基づく「農業生

産等の振興」が「消費者利益の保護」と同格と位置付け

られたと解するのが順当である．そして，主要３法のう

ち，JAS 法のみが原料原産地の規定を持つこと，また，

前述直罰規定導入においても，原産地もしくは原料原産

地の虚偽表示に対する罰則のみ厳罰化されていることを

鑑みれば，現時点の JAS法における品質表示基準制度の

本質とは，生鮮農林水産物における原産地表示規制及び

加工食品 20 食品群等における原料原産地表示規制なの

である．当該規制の主たる目的は，国産農産物振興の色

彩が特に強いものと思われること，また，これによる主

たる受益者は生産者である．すなわち，消費者が得る「商

品選択」という利益は，反射的利益に過ぎない． 

このように，産業振興を真の目的とした JAS法と，消

費者保護を目的にした食衛法及び景表法とを統一すると

いうことは，生物学における「キメラ」を造るに等しい． 

法目的において利益相反であるにもかかわらず，強引

に統一食品表示法を制定し，消費者保護の目的が希釈さ

れるならば，現状より悪い状態になる可能性もある． 

 

 

4. 解決策の提示とまとめ 
 

4.1. 解決策としての，JAS法第22条の捉え方 

わが国では，形式的効力を同じくする法令相互間にあ

っては，後法優先の原理や特別法優先の原理によって整

然たる統一的法体系が構築されている．特に，後者の特

別法優先原理はわが国の法体系の中で広く用いられてい

る．この原理を，JAS 法，食衛法及び景表法に当てはめ

て検討した場合，JAS 法は，食衛法との競合において，

また，景表法との競合において，いずれも義務表示事項

の遵守や法執行にかかる優先順位は食衛法又は景表法よ

り低いものと思われる．なぜなら，JAS法は，第22条に

おいて「この法律の規定は，食品衛生法 （昭和22年法

律第233号）又は不当景品類及び不当表示防止法 （昭和

37年法律第134号）の適用を排除するものと解してはな

らない．」と規定しているからである． 

同条について，以前の所管官庁である農林省は「JAS

法の規定により排除されるものでないことは当然であり，

いわば念のための規定」だと説明 47)している．学説的に

も，「法目的に従って運用官庁がそれぞれ独立して運用す

ることができる」と解されている 48)．  
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しかし，次の３点を考慮すれば，主要３法の優先順位

付けは可能と思われる． 

第１に，わが国の憲法は「国は，すべての生活部面に

ついて，社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない．」（25 条 2 項）としている．

食品衛生は公衆衛生の一分野であり，「衛生」は憲法が直

接規定する．すなわち「食品衛生」は，JAS 法の主目的

である「商品選択」（図1）より明らかに上位的価値であ

る．このことは，一元化検討会『報告書』にも，「表示義

務を課すことにより行政が積極的に介入すべき情報のう

ち，全ての消費者に確実に伝えられるべき特に重要な情

報として，アレルギー表示や消費期限，保存方法など食

品の安全性確保に関する情報が位置付けられると考えら

れる．」と明記された（p.8）． 

第２に，厳密なリスク論はさておき，食品の基本的な

価値は，安全に栄養素を摂取できることである．先般の

大震災時には，食料の円滑な供給を最優先するため，震

災地域で JAS法の監視が緩められた 49)．一方，食品衛生

法の運用においては，加工でんぷんの表示方法を緩和し

たのみである 50)．放射線汚染問題を除き，原産地等を食

品の安全性と結びつけて考えることは，相当非科学的な

思考 51)である．例えば，統計上，輸入食品における残留

農薬の違反率は，国産のそれとほとんど遜色ない． 

そして，第３に，JAS 法と景表法との競合にかかる，

次のいきさつを考慮したい．前述のとおり，1970年の第

63回国会に，再度，規格法改正法案を政府提案する際に，

農林省は，公取委と覚書を交換することで，再び閣議提

出へこぎ着け，成立の運びとなった．この覚書とは，公

正取引委員会事務局長及び農林省農林経済局長連名によ

る覚書「農林物資規格法の改正に伴う覚書の交換につい

て」52)である．その内には，「農林物資規格法第 19 条の

3 に規定する製造業者等が守るべき表示の基準を定める

場合には，予め農林省は公取委に協議し，協議が整った

うえで，閣議に諮る」旨記されている．換言すれば，公

取委が農林省案に同意しない限り，協議が整うことはな

い．協議が整わない以上，農林省は閣議に諮れないこと

から，基準制定にかかる決定権が公取委にあることは自

明である．以上のことから，表示にかかる JAS法と食衛

法とにおける競合，また，JAS 法と景表法とにおける競

合が生じた際には，いずれも食衛法又は景表法が優先さ

れると解すべきである． 

そして現在，食衛法及び景表法にはなく，JAS法のみ

が持つ特長的な機能は２点ある．一つは，名称，原材料

名といった，所定事項を一括して一つの枠の中に記載す

る「一括表示」である．もう一つは，前項で JAS法の本

質として示した，加工食品の20食品群等に適用されてい

る「原料原産地」表示である．一括表示制度については，

食衛法に取り込んでも法目的との親和性上，特段の支障

はないと思われる．また，原産地についての不当表示規

制は，景表法及び不正競争防止法で対処可能である．原

料原産地の不当表示についても景表法の枠組みで規制可

能と思われる．しかも，不競法における原産地誤認惹起

行為による罰則は，JAS 法における原産地等虚偽表示に

よる罰則よりも厳しいため，JAS 法に導入した直罰規定

によって起訴された事犯は１件もない． 

以上のことから，JAS法の機能を縮小することが本件

問題解決に寄与する一つの策と思量される．そして，JAS

法は，従前の日本農林規格のみを規定する「農林物資規

格法」に戻し，JAS 法は消費者法の一分野ではなく，農

業振興法の一分野として位置づけるべきである． 

なお，本稿では，前述「生活安全プロジェクト（行政

のあり方総点検）」を第３の転換点として位置付けた．そ

れは，次の理由による． 

前述プロジェクト『報告書』が行った表示制度の混乱

状況についての問題提起には，ひっそりとではあるが，

重要な一文が忍ばせてある．それは，食品表示にかかる

主要３法の枠組みの変更であり，具体的には景表法と健

康増進法との入れ替えである．2008 年 1 月 25 日，第 3

回「食べる」ワーキンググループ会合が開催され，角田

委員説明資料 53)では，食品表示に関する一般法（『食品

表示法（新法・仮称））について，「JAS 法を中心に，食

品衛生法，景品表示法（公正競争規約を含む），計量法な

どの規定のうち，食品の表示に関する部分を集約」と説

明してあった．ところが，部会本体と「食べる」ＷＧが

交互に会合を重ねるうちに，長年に渡り主要３法の枠組

みにあった景表法の立場が徐々に後退し， 2008 年 3 月

18日に開催された第7回総合企画部会に提出された『資

料１「生活安心プロジェクト」行政のあり方の総点検（素

案）』では，景表法と健康増進法が入れ替えられた．そし

て，消費者庁設置を目前にした2009 年 8 月，消費者庁・

消費者委員会設立準備室食品表示担当が作成した資料以

降，主要３法間の概念図（図 1）においても，景表法が

健康増進法へと入れ替えられた 54)．ただし，食品の不当

表示に対しての法執行については，従前どおり行われて

いる． 

 

4.2. まとめ 

以上見たとおり，わが国の食品表示制度統一化の阻害

要因となっているのは，直接的には1970年の農林物資規

格法改正であった．そして，当該表示法制定にかかる問

題の本質は，法律問題ではなく，政府における食品を対

象とした関係機関の規制権限分配であり，また，当該業

務関係職員，特に，JAS 法に関係する農水省等職員の雇

用である．この構図は近年にも引き継がれ，2003年7月

に実施された食糧庁及び食糧事務所廃止並びに農水省本

体への消費・安全局設置，それに伴って旧食糧庁等職員
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約2000人が食品表示監視業務を担当することに対して，

2002年 9月，衆議院農林水産委員会では，自由党所属の

高橋嘉信議員（当時）は，それらを旧食糧庁等職員の救

済策ではないかと指摘 55)した．最近でも，農水省等は，

全国に約1,700人の表示規制の担当職員 56)（2008年8月

1 日現在）を抱えている．そのため，一元化検討会での

議論に事務局が「誤認」という用語に非常に強い拘りを

見せるのもその一環である．景表法では，当該表示等が

「著しく優良（又は有利）である」ことが規制の最大要

件となっている．しかも，不当に顧客を誘引し，一般消

費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれが

あるといった，正常な市場メカニズムに悪影響を与える

場合等に限定されている．したがって，行政当局の関与

は必要最小限に律せられる．一方，JAS 法の品質表示基

準では「誤認」を要件とするだけであるため，一般消費

者が見ても単なる誤記と判断可能な軽微な違反案件です

ら，指導や警告といった行政当局の関与が可能となって

いる．これが，規制等を行うための人員が必要とする理

論の後ろ盾となる．一方，食衛法の実働部隊である保健

所職員は，都道府県又は保健所政令市といった地方公共

団体の職員であるため，厚労省は担当職員の雇用への最

終責任から解放されている．また，消費者庁へ景表法が

移管される前の，同法に関連する公取委における企画立

案部門及び執行部門の定員は，全国でわずか73人 57)（平

成19年度）であった． 

以上の視点から食品表示一元化検討会の議論を俯瞰

すれば，当該問題を「重複する表示制度」といった個別

の行政法問題に限定することで，当該問題を矮小化し，

その本質の分析や検討から巧妙に目がそらされてしまっ

ていることが分かる． 

なお，Posner58)は，広告・表示が虚偽の部分を含んで

いても必ずしも消費者の選択に深刻な影響を及ぼさない

という，いわゆる「非本質的事項の虚偽表示」にまで厳

格な態度で臨むことは限られた資源を無駄に投入するこ

とになる，と指摘している． 

また，間接的阻害要因は，明治政府発足から，各省官

制（1886年）及び内閣官制（1889年）をはじめとする主

要な官制の制定によって，基幹的な行政制度が形成され

たこと，また太平洋戦争敗戦後，連合国最高司令官総司

令部（GHQ/SCAP）が占領政策を推進するにあたり，天

皇と従前の行政機構を利用する間接統治方式で実施する

ことを選択したことである．これにより，軍事組織及び

警察を所管していた内務省（1947年12月31日廃止）な

どの例外を除き，わが国の行政機構は戦前の体制が概ね

維持され，これに由来する官庁セクショナリズム（割拠

性）も温存された．そして，わが国の国家公務員の人事

システムは，人事を各省庁で個別管理することでマン・

パワーを最大限引き出すものである 59)．そのため，いわ

ゆる余剰人員についても，最終的には各省庁が各々で責

任を負うこととなる．その上，規格法改正の前年である

1969年5月には，行政機関の職員の定員に関する法律（昭

和44年法律第33号）が制定され，制定時には「公務員

の出血整理，本人の意に反する配置転換を行わないこと」

が附帯決議 60)されたという事情もあり，農林省が実施可

能な施策は極めて限定されていた． 

明治期での官制以来，行政に割拠性が存在し，このよ

うな雇用実態がある以上，それを踏まえてわが国全体の

最適解を得る政策立案や省庁間の調整を行うのは，最終

的には政治の役割である．政治は，2006年から5年間時

限的に実施した国家公務員の配置転換61)について，再度，

取り組む必要があろう． 

また，2012年度中に，消費者庁から統一食品表示法案

提出が予定されている．これに対しては，国会での真摯

な審議を期待したい．また，消費者が個人で実行可能な

行動は少ないが，歴史や過去の経緯を正しく踏まえた上

で，今後，行われるであろうパブリックコメント等で当

該検討会事務局の姿勢を問い，また，安易な法案提出に

は異議を唱えること位は可能である． 

なお，本研究の目的は，統一食品表示法制定にかかる

阻害要因の究明とその解決策の提示であって，品質表示

基準制度を規格法に導入した 1970 年当時の農林省職員

を糾弾するものではないことは強く主張しておきたい．

本論をもって短絡的に特定の官僚や職員を個別に攻撃し

ても，何ら解決にはつながらないと思量する． 
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Table 1 JAS 法における目的規定の変遷 

年 条文（目的規定等） 

1948年 

指定農林物資検査法 

第一条 この法律は，重要な農林畜水産物の取引の迅速及び安全を期するため，適正且つ公平な検査を行い，

あわせて当該物資の品質の改善を図ることを目的とする． 

1950年 

農林物資規格法 

第一条 この法律は，適正且つ合理的な農林物資の規格を制定し，これを普及させることによって，農林物資

の品質の改善，生産の合理化，取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を図り，あわせて公共の福祉の増

進に寄与することを目的とする． 

（附則 ３ 指定農林物資検査法（昭和二十三年法律第二百十号）は，廃止する．） 

1970年 

農林物資の規格化及び品質表

示の適正化に関する法律 

第一条 この法律は，適正かつ合理的な農林物資の規格を制定し，これを普及させることによって，農林物資

の品質の改善，生産の合理化，取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を図るとともに，農林物資の品質

に関する適正な表示を行わせることによって，一般消費者の選択に資し，もって公共の福祉の増進に寄与する

ことを目的とする． 

2009年 

（同上，直罰規定導入） 

第一条  この法律は，適正かつ合理的な農林物資の規格を制定し，これを普及させることによつて，農林物資

の品質の改善，生産の合理化，取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を図るとともに，農林物資の品質

に関する適正な表示を行なわせることによつて一般消費者の選択に資し，もつて農林物資の生産及び流通の円

滑化，消費者の需要に即した農業生産等の振興並びに消費者の利益の保護に寄与することを目的とする． 

出所：著者作成（下線付けは著者による．） 
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August 2012, the Consumer Affairs Agency published a Report for legislation of the united food labeling law. The study group 
didn’t investigate the disincentives of the law making. Nevertheless, they discussed not only the general issues but also specific is-
sues. After all, their discussion was the vagus. Accordingly this paper tries to investigate the disincentives of the issue and to define 
the function of the JAS law. This paper shows that minimizing the function of the JAS law and setting "public health” to the main 
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Fig. 1 主要 3 法律の関係についての概念図 

JAS法と食品衛生法等との関係 JAS法，食品衛生法及び健康増進法の関係 

  

出所：平成20年3月，農林水産省・厚生労働省「食品の期限表示につい

て」 
出所：平成21年8月，消費者庁・消費者委員会設立準備室食品表示

担当「食品表示に関する制度について」 


